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[image: image4.emf]消費税10％増税が強行されました。暮らしへの重い負担増により、景気悪化は火を見るより明らかです。一刻も早く増税中止を決断し、5％への税率引き下げを行うべきです。
安倍政権は、「全世代型」の名で国民への負担増・給付減という社会保障の改悪を狙っています。
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項目 目安金額

法人税の増収試算の合計額

・受取配当益金不算入の廃止など

所得税の増収試算の合計額

・申告分離課税の廃止など

法人・所得税率改定による増収分 12.2兆円

合計 23.3兆円

地方税

項目 目安金額

・法人税特例廃止による地方税増収分 0.7兆円

・所得税特例廃止による地方税増収分 0.1兆円

・地方税独自の特例廃止による増収 2.8兆円

など

…

合計 15兆円

国税・地方税の合計 38.3兆円

※2019年度財源より、不公平な税制をただす会が試算（概略）

8.6兆円

2.3兆円

不公平税制の是正による増収試算

消費税は低所得者ほど負担が重くなるという逆進性を持った悪魔の税制です（右グラフ）。消費税増税と社会保障の改悪を同時に進めるなど、言語道断です。

消費税に代わる財源は税制を見直すことで確保できます。消費税増税の一方で減税されてきた法人税や高所得者を優遇してきた税制の欠陥を正せば、約38兆円の財源が生まれます（右表）。
大企業や富裕層に、能力に応じた税負担を求めることで、公平・公正な税制度を確立することができるのです。
「消費税の増税を許さない」「消費税率を引き下げよ！」の声をご一緒にあげましょう。
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